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要支援高齢者における介護保険サービス利用パターンと

虚弱性との関連性
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目的 本研究では，要支援高齢者における介護保険サービスの利用パターン（以下，サービス利用

パターン）と虚弱性との関連性を明らかにした。

方法 対象者は，I 市における2014年 8 月末時点の要支援高齢者全1,033人である。うち，家庭訪問

調査によるデータが得られた710人を分析対象者とした。虚弱性の指標として，介護予防チェ

ックリストによる包括的虚弱の他，握力，BMI，抑うつ，認知機能を含めた。分析方法は，

対象者のサービス利用パターンを◯訪問介護のみ利用群，◯通所介護のみ利用群，◯訪問介護

通所介護利用群，◯他サービス併用・利用群（訪問介護，通所介護の利用者および未利用者

で，他の介護保険サービスを1つ以上利用する者），◯未利用群，に分類した上で，基本属性等

で調整したロジスティック回帰分析にて，他サービス併用・利用群を基準としたオッズ比（以

下，OR）を算出し，サービス利用パターンと虚弱性との関連性を検討した。

結果 対象者710人（100）のサービス利用パターンは，訪問介護のみ利用群が17.9，通所介護

のみ利用群が15.6，訪問介護通所介護利用群が13.1，他サービス併用・利用群が

27.0，未利用群が26.3，であった。ロジスティック回帰分析の結果，他サービス併用・利

用群（OR＝1.00）に比べ，通所介護のみ利用群は，包括的虚弱ありの OR が0.57（95CI

0.340.95），握力低下ありの OR が0.59（95CI0.351.00）であった。また，未利用群では，

包括的虚弱ありの OR が0.50（95CI0.320.79），握力低下ありの OR が0.58（95CI

0.370.91）であった。一方，訪問介護のみ利用群では，握力低下ありの OR が1.91（95CI

1.113.29）であった。

結論 本研究では，他サービス併用・利用者に比べ，通所介護のみ利用者，およびサービス未利用

者には包括的虚弱者，握力低下者が少ない一方，訪問介護のみ利用者には握力低下者が多いこ

とが明らかになった。よって，要支援高齢者等への地域資源や支援の提供では，このような対

象者のサービス利用パターンによる虚弱性の特徴を考慮する必要があることが示唆された。

Key words要支援高齢者，虚弱（フレイル），介護保険，サービス利用パターン

日本公衆衛生雑誌 2016; 63(3): 135142. doi:10.11236/jph.63.3_135

 緒 言

高齢者の身体機能障害や生活機能の低下には，体

重減少や筋力低下などの身体的な虚弱性1)だけでは

なく，抑うつや認知機能低下，社会参加の減少など

の心理社会的な虚弱性が密接に関連している2)。そ

のため，高齢者が要介護状態に陥ることなく，住み

慣れた地域で自立生活を営むには，高齢者の多様な

虚弱性に応じた適切な支援提供体制が地域に整って

いる必要がある。

我が国の介護保険制度において要支援認定3)を受

けている高齢者（以下，要支援者）は，通常，外出

や家事などの一部の生活機能が低下し4)，要介護状

態に陥りやすい虚弱な特徴を持つ一方5)，入浴や排

泄などの基本的日常生活動作は自立して生活してい

る者が多い4)。このような要支援者の効果的かつ効

率的な要介護化の予防（以下，介護予防）を目指し，

2015年 4 月，介護保険法の改正では，要支援者に対
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する予防給付のうち，訪問介護および通所介護は，

介護予防・日常生活支援総合事業（以下，総合事業）

へと移行することが定められた6)。

総合事業は，従来の画一的な予防給付のサービス

内容とは異なり，市町村が実施主体となり，住民や

企業等が参画する多様なサービスを総合的に提供で

きる仕組みが導入されるため，地域で要支援者を支

える体制づくりの推進と，対象者の残存機能に応じ

た柔軟な支援提供が可能となることが期待されてい

る6)。

一方，総合事業へ移行する要支援者への訪問介護

と通所介護については，訪問介護は介護度悪化を予

防し7)，通所介護は入院・入所8)や死亡7)を予防する

という報告や，訪問介護，通所介護はともに要介護

化を予防する9)という報告があり，要支援者にとっ

て一部有用であることが示されている。そのため，

総合事業が適切に実施されなければ，対象者の要介

護化に影響を及ぼす可能性も考えられる。しかし，

総合事業においては，対象者の虚弱性に基づく介護

予防ニーズや，それらに対応するための具体的な支

援内容は十分検討されてきていない。

先行研究によると，要支援者の身体心理社会的特

徴は，介護保険サービスの利用の有無10)や特定の

サービス種別11)によって異なることが報告されてい

る。一方，介護保険サービスは，通常，単一から複

数の利用まで，その利用パターンは様々である。つ

まり，要支援者の虚弱性の特徴は，介護保険サービ

スの利用パターン（以下，サービス利用パターン）

によっても異なる可能性があるが，これまで，要支

援者のサービス利用パターンと虚弱性との関連性を

明らかにした研究はない。要支援者のサービス利用

パターンと虚弱性との関連性を明らかにすること

は，新たな支援提供体制において介護予防に有用な

地域資源や支援内容を検討する上で重要と考える。

以上より，本研究では，ある一都市の要支援者へ

の家庭訪問調査により，要支援者のサービス利用パ

ターンと虚弱性との関連性を明らかにする。

 研 究 方 法

. 対象者と調査方法

調査対象者は，2014年 8 月末時点に I 市において

65歳以上の要支援認定を受けている在宅高齢者全

1,033人であった。調査地域とした I 市は，2014年 8
月現在，人口は76,233人，高齢化率は22.8であっ

た。

対象者のサービス利用状況は市の介護給付データ

にて把握し，対象者の虚弱性は保健師，看護師，社

会福祉士，ケアマネジャーによる家庭訪問調査にて

把握した。調査期間は，2014年12月～2015年 1 月で

あった。

調査対象者1,033人（100）のうち，調査時点に

要支援認定から非該当に転じた者15人，要介護認定

に転じた者57人，入院もしくは入所した者34人，死

亡した者 5 人，転居した者 9 人，不在であった者52
人，訪問を拒否した者160人を除外した訪問調査完

了者計710人（68.7）を本研究の分析対象者とし

た。

. 調査内容

1) サービス利用状況

対象者のサービス利用状況として，2014年 8 月時

点の介護保険サービス利用の有無をサービスの種別

ごとに把握した。

2) 基本属性

対象者の基本属性として，性，年齢，要支援認定

区分，教育歴，世帯構成，2 つ以上の慢性疾患の有

無を把握した。

3) 虚弱性

対象者の虚弱指標としては，介護予防チェックリ

スト12)の包括的虚弱の他，先行研究にて高齢者の機

能障害との関連性が報告されている，握力13)，

BMI（Body Mass Index)14)，抑うつ15)，認知機能16)

を含めた。

 包括的虚弱

包括的虚弱は介護予防チェックリスト12)を使用し

た。介護予防チェックリストは閉じこもり，転倒，

低栄養を構成概念とする15項目の質問から成る包括

的虚弱指標である。本尺度はカットオフ値が 3/4 点

で妥当性が高いと考えられており，4 点以上を包括

的虚弱ありと判定した12)。

 握力

握力はスメドレー式握力計を使用して測定した。

左右の握力を 2 回ずつ測定し，左右の高い方の値の

平均値を判定に用いた。判定基準は，先行研究12)を

参考に，男性では，79歳以下は29.0 kg 未満，80歳
以上は23.5 kg 未満を，女性では，79歳以下は17.5
kg 未満，80歳以上は12.5 kg 未満を握力低下ありと

判定した。

 BMI
BMI は体重（kg)/身長（m)2 の式によって算出

した。体重はデジタル体重計を用いて測定し，身長

は亀背等の影響を考慮するため，下腿長を測定し，

簡易下腿長計測法17)にて推定身長を算出した。判定

基準は先行文献18)に則り，BMI 値が18.5未満を低

体重，25.0以上を肥満と判定した。低体重と肥満は

ともに身体機能障害の予測因子であることが報告さ

れている2,14)。
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 抑うつ

抑うつは Geriatric Depression Scale 5 項目版19)の

日本語訳20)を使用した。本尺度は 2 点以上を抑うつ

の可能性ありとすることが推奨されており，2 点以

上を抑うつありと判定した19)。

 認知機能

認知機能は The Rapid Dementia Screening Test 日
本語版21)を使用した。本尺度はカットオフ値が 7/8
点で妥当性が高いと考えられており，7 点以下を認

知機能低下ありと判定した21)。

4) 分析方法

まず，対象者のサービス利用状況をもとに，サー

ビス利用パターンについて，次の 5 群に分類した。

具体的には，◯訪問介護のみを利用している者を

「訪問介護のみ利用群」，◯通所介護のみを利用して

いる者を「通所介護のみ利用群」，◯訪問介護およ

び通所介護を利用している者を「訪問介護通所介

護利用群」，◯訪問介護，通所介護の利用者および

未利用者で，他の介護保険サービスを 1 つ以上利用

している者を「他サービス併用・利用群」，◯介護

保険サービスを全く利用していない者を「未利用

群」，と分類した。なお，他の介護保険サービスと

は，総合事業導入後も予防給付として要支援者に提

供される，訪問介護・通所介護以外の介護予防サー

ビス，および地域密着型介護予防サービスを指す。

次いで，全体における単純集計の後，カテゴリ変

数には x2 検定，連続変数には一元配置分散分析を

用い，サービス利用パターンにおける基本属性，虚

弱性の群間差を検討した。

さらに，サービス利用パターンと虚弱性との関連

性の検討のため，サービス利用パターンを独立変

数，虚弱性の各指標を従属変数とするロジスティッ

ク回帰分析を実施し，他サービス併用・利用群を基

準とした場合の対象者の虚弱性のオッズ比（以下，

OR）および95信頼区間（以下，CI）を比較した。

本研究で他サービス併用・利用群を基準とした理由

は，他の介護保険サービスは，総合事業導入後も予

防給付として提供されるサービスであり6)，これら

を必要とする本群は，今後，総合事業のみを利用す

る者，もしくは総合事業・予防給付を利用しない者

である他の 4 群とは異なる虚弱性を持つと予測した

ためである。なお，調整変数としては，性，年齢に

加え，サービス利用パターンにおける群間差が有意

であった変数を投入した。統計解析には SAS-
ver.9.4を使用し，有意水準は 5未満とした。

. 倫理的配慮

対象者には調査の趣旨や目的を明記した文書を調

査前に郵送し，訪問時に再度口頭にて説明をし，同

意を得た。さらに，対象者は ID にて匿名化し，管

理・分析した。本研究は，大阪市立大学大学院看護

学研究科の倫理審査員会で承認された（承認年月

日2014年12月10日）。

 研 究 結 果

. 対象者の特徴

1) 対象者の基本属性

対象者の基本属性の全体およびサービス利用パ

ターン別の特徴を表 1 に示す。訪問調査に回答した

対象者710人（100）の平均年齢は81.2±6.7歳，

性別は女性が530人（74.7），世帯構成は独居者が

315人（44.4）であった。サービス利用パターン

における群間差が有意であった項目は，年齢（P
＜.001），要支援認定区分（P＜.001），世帯構成（P
＜.001），2 つ以上の慢性疾患の有無（P＝.009）で

あった（表 1）。

2) 対象者の虚弱性

対象者の虚弱性の全体およびサービス利用パター

ン別の特徴を表 2 に示す。対象者の虚弱性は，包括

的虚弱ありの者が465人（65.5），握力低下ありの

者が 401人（ 59.2），低体重ありの者は 96人
（13.9），肥満ありの者は206人（29.8），抑うつ

ありの者が306人（43.7），認知機能低下ありの者

が331人（48.5）であった。サービス利用パター

ンにおける群間差が有意であった項目は，包括的虚

弱（P＝.006），握力低下（P＜.001），抑うつ（P
＝.024）であった（表 2）。

3) 対象者のサービス利用状況とサービス利用パ

ターン

対象者710人（100）のサービス利用状況は，訪

問介護が 316 人（ 44.5 ），通所介護が 294 人

（41.4），福祉用具貸与が166人（23.4），通所リ

ハビリが19人（2.7），居宅療養管理指導が14人
（2.0），訪問看護が 5 人（0.7），訪問リハビリ

が 2 人（0.3），短期入所生活介護が 1 人（0.1）

であった。

次いで，対象者710人（100）のサービス利用状

況よりサービス利用パターンを分類した結果，訪問

介護のみ利用群が127人（17.9），通所介護のみ利

用群が111人（15.6），訪問介護通所介護利用群

が93人（13.1），他サービス併用・利用群が192人
（27.0），未利用群が187人（26.3），であった。

なお，他サービス併用・利用群192人（100）のサー

ビス利用内容は，訪問介護が96人（50.0），通所

介護が 90人（ 46.9），福祉用具貸与が 166人
（86.5），通所リハビリが19人（9.9），訪問看護

が 5 人（2.6），訪問リハビリが 2 人（1.0），居
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表 対象者の全体およびサービス利用パターン別の特徴

N＝710

全体
n＝710

訪問介護
のみ利用
n＝127

通所介護
のみ利用
n＝111

訪問介護 &
通所介護利用

n＝93

他サービス
併用・利用1)

n＝192
未利用
n＝187 P 値2)

性別 女性 n () 530(74.7) 92(72.4) 84(75.7) 74(79.6) 150(78.1) 130(69.5) .248

年齢 平均（SD) 81.2( 6.7) 80.8( 6.7) 83.1( 6.8) 81.2( 5.9) 82.2( 6.4) 79.5( 6.8) ＜.001

認定区分 n ()

要支援 1 388(54.7) 84(66.1) 68(61.3) 53(57.0) 67(34.9) 116(62.0) ＜.001
要支援 2 322(45.4) 43(33.9) 43(38.7) 40(43.0) 125(65.1) 71(38.0)

教育年数 n ()

10年未満 406(58.3) 72(58.5) 68(61.3) 55(60.4) 115(60.2) 96(53.3) .611
10年以上 290(41.7) 51(41.5) 43(38.7) 36(39.6) 76(39.8) 84(46.7)

世帯構成 n ()

独居 315(44.4) 79(62.2) 26(23.4) 71(76.3) 83(43.2) 56(30.0) ＜.001
夫婦のみ 164(23.1) 26(20.5) 26(23.4) 11(11.8) 38(19.8) 63(33.7)
既婚子同居 109(15.4) 10( 7.9) 38(34.2) 3( 3.2) 34(17.7) 24(12.8)
未婚子同居 81(11.4) 8( 6.3) 15(13.5) 5( 5.4) 22(11.5) 31(16.6)
他 41( 5.8) 4( 3.2) 6( 5.4) 3( 3.2) 15( 7.8) 13( 7.0)

2 つ以上の慢性疾患あり n () 478(68.2) 81(65.3) 62(56.4) 74(79.6) 132(69.1) 129(70.5) .009

は全体もしくは各サービス利用パターンの対象者総数を100とした割合を示す。

各項目の総数は未回答などの欠損値を除いたものである。
1) 訪問介護，通所介護の利用者・未利用者で，他の介護保険サービスを 1 つ以上利用している者
2) P 値はサービス利用パターンにおける群間差を示している。年齢は一元配置分散分析，その他の項目は x2 検定も

しくは ˆsher の正確確率法にて算出した。

表 対象者の全体およびサービス利用パターン別の虚弱性

N＝710

虚弱性 全体
n＝710

訪問介護
のみ利用
n＝127

通所介護
のみ利用
n＝111

訪問介護
通所介護利用

n＝93

他サービス
併用・利用1)

n＝192
未利用
n＝187 P 値2)

包括的虚弱あり3) 465(65.5) 83(65.4) 66(59.5) 65(69.9) 143(74.5) 108(57.8) .006
握力低下あり4) 401(59.2) 89(74.2) 53(49.5) 51(58.0) 116(63.7) 92(51.1) ＜.001
低体重あり5) 96(13.9) 22(17.9) 18(16.4) 9( 9.9) 26(14.0) 21(11.5) .371
肥満あり6) 206(29.8) 34(27.6) 30(27.3) 27(29.7) 62(33.3) 53(29.1) .780
抑うつあり7) 306(43.7) 56(44.1) 41(39.1) 48(51.6) 95(50.0) 66(35.7) .024
認知機能低下あり8) 331(48.5) 58(47.2) 56(53.9) 43(47.3) 98(53.3) 76(42.0) .193

数値は n (）を示す。は全体もしくは各サービス利用パターンの対象者総数を100とした割合を示す。

各項目の総数は未回答などの欠損値を除いたものである。
1) 訪問介護，通所介護の利用者・未利用者で，他の介護保険サービスを 1 つ以上利用している者
2) P 値は x2 検定によるサービス利用パターンにおける群間差を示している。
3) 包括的虚弱あり介護予防チェックリストが 4 点以上
4) 握力低下あり男性【79歳未満】握力が29.0 kg 未満，【80歳以上】握力が23.5 kg 未満

女性【79歳未満】握力が17.5 kg 未満，【80歳以上】握力が12.5 kg 未満
5) 低体重ありBMI が18.5未満
6) 肥満ありBMI が25.0以上
7) 抑うつありGeriatric Depression Scale-5 が 2 点以上
8) 認知機能低下ありThe Rapid Dementia Screening Test 日本語版が 7 点以下

138 第63巻 日本公衛誌 第 3 号 2016年 3 月15日

宅療養管理指導が14人（7.3），短期入所生活介護

が 1 人（0.5）であった。

. サービス利用パターンと虚弱性との関連性

対象者のサービス利用パターンと虚弱性との関連

性についての結果を表 3 に示す。年齢，性，要支援
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表 サービス利用パターンによる対象者の虚弱性のオッズ比

N＝710

説明変数
包括的虚弱あり2) 握力低下あり3) 低体重あり4) 肥満あり5) 抑うつあり6) 認知機能低下あり7)

OR (95Cl) OR (95Cl) OR (95Cl) OR (95Cl) OR (95Cl) OR (95Cl)

他サービス併用・
利用1) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

訪問介護のみ利用 0.70(0.421.17) 1.91(1.113.29) 1.70(0.873.30) 0.69(0.401.17) 0.88(0.541.42) 0.88(0.541.43)
通所介護のみ利用 0.57(0.340.95) 0.59(0.351.00) 1.30(0.652.60) 0.69(0.401.19) 0.82(0.491.37) 1.02(0.621.70)
訪問介護 &
通所介護利用 0.83(0.461.47) 0.90(0.521.57) 0.74(0.321.71) 0.86(0.491.53) 1.07(0.631.81) 0.93(0.551.58)

未利用 0.50(0.320.79) 0.58(0.370.91) 1.08(0.562.08) 0.69(0.431.11) 0.66(0.421.03) 0.71(0.451.10)

性別，年齢，要支援認定区分，世帯構成（独居/家族同居），2 つ以上の慢性疾患の有無で調整したロジスティック回帰分析

OR (95CI）オッズ比（95信頼区間） P＜.05，P＜.01
1) 訪問介護，通所介護の利用者・未利用者で，他の介護保険サービスを 1 つ以上利用している者
2) 包括的虚弱あり介護予防チェックリストが 4 点以上
3) 握力低下あり男性【79歳未満】握力が29.0 kg 未満，【80歳以上】握力が23.5 kg 未満

女性【79歳未満】握力が17.5 kg 未満，【80歳以上】握力が12.5 kg 未満
4) 低体重ありBMI が18.5未満
5) 肥満ありBMI が25.0以上
6) 抑うつありGeriatric Depression Scale-5 が 2 点以上
7) 認知機能低下ありThe Rapid Dementia Screening Test 日本語版が 7 点以下
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認定区分，世帯構成，2 つ以上の疾患の有無で調整

したロジスティック回帰分析を用いて OR を比較

した結果，他サービス利用群（OR＝1.00）に比べ，

通所介護のみ利用群では，包括的虚弱ありの OR
が0.57（95CI0.340.95, P＝.032），握力低下あ

りの OR が0.59（95CI0.351.00, P＝.048）と

有意に低かった．また，他サービス利用群に比べ，

未利用群では，包括的虚弱ありの OR が0.50（95

CI0.320.79, P＝.003），握力低下ありの OR が

0.58（95CI0.370.91, P＝.019）と有意に低か

った．一方，他サービス利用群に比べ，訪問介護の

み利用群では，握力低下ありの OR が1.91（95

CI1.113.29, P＝.020）と有意に高かった（表 3）。

 考 察

本研究の特徴は，ある一都市における要支援者を

対象とした家庭訪問調査を行い，要支援者のサービ

ス利用パターンと虚弱性との関連性を明らかにした

ことである。その結果，要支援者のサービス利用パ

ターンは包括的虚弱と握力低下に関連があることが

明らかになり，以下の通り考察した。

第一に，通所介護のみ利用者は，他サービス併

用・利用者に比べ，包括的虚弱あり，握力低下あり

の OR が有意に低かった。先行研究では，介護予

防チェックリストによる虚弱判定は要介護化のリス

ク状態であることを示し22)，握力低下は将来の身体

機能障害を予測する23～25)ことが報告されている。

つまり本結果は，通所介護のみ利用者は他サービス

併用・利用者に比べ，要介護化のリスクは低く，筋

力低下者が少なく，健康状態が良好な者が多いこと

を示していると考えられる。なお，高齢者の社会参

加や地域とのつながりの低下は身体機能障害の発生

に関連していることが指摘されている26,27)。そのた

め，これらの対象者においても，住民主体の交流活

動等を活用し，地域とのつながりを維持できること

が重要である。

第二に，サービス未利用者は，他サービス併用・

利用者に比べ，包括的虚弱あり，握力低下ありの

OR が有意に低かった。本結果は，通所介護のみ利

用者と同様に，サービス未利用者は他サービス併

用・利用者に比べ，要介護化のリスクは低く，筋力

低下者が少なく，健康状態が良好である者が多いこ

とを示していると考えられる。一方，先行研究で

は，サービス未利用者は介護保険申請時には何らか

のサービスを希望している者も多く，予防給付の

サービス以外のニーズを持っている可能性も指摘さ

れている10)。したがって，サービス未利用者への新

たな支援策の必要性については今後も検討する必要

があると考える。

第三に，訪問介護のみ利用者は，他サービス併

用・利用者に比べ，握力低下ありの OR が有意に

高かった。握力は全体的な筋力を反映する指標とさ

れることから28)，訪問介護のみ利用者は他サービス

併用・利用者に比べ，筋力低下者が多いことを示し

ていると考えられる。そのため，このような対象者

には，筋力強化を目指した地域活動等への参加の促

進や，筋力低下により困難となる生活支援を継続し

て提供できる必要があると考える。一方，訪問介護

のみ利用者は他サービス併用・利用者に比べ，包括

的虚弱では有意な OR は示されなかったため，要
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介護化のリスクが高い者が多いとは限らない。本研

究とは比較基準が異なるが，我が国の先行研究29)で

は，要支援者における訪問介護利用者は通所介護利

用者に比べ，要介護化の発生リスクが低く，虚弱で

はない可能性が示されている。握力は虚弱性を示す

一身体要素30)である一方，機能障害の発生には多側

面の要素が関連しているため2)，包括的虚弱との関

連が示されなかった可能性がある。

次に，本研究の限界と課題について述べる。ま

ず，本研究では，他サービス併用・利用者の虚弱性

を基準としたオッズ比による相対的な比較であった

ため，結果の解釈には注意を要する。たとえば，オ

ッズ比が他サービス併用・利用者に比して有意に低

い場合でも，当該対象者の健康状態が必ずしも良好

とは断定できない。実際，本結果において，他サー

ビス併用・利用群以外の対象者であっても57.8～

69.9は包括的虚弱者であったことや，握力低下，

抑うつ，認知機能低下などの該当者が多かったこと

は，要支援者が概して虚弱な一群であることを示し

ているといえる。今後の課題として，対象者の虚弱

性の程度や，それに基づく支援の内容や必要量の検

討があげられる。また，対象者の基本属性のうち，

サービス利用パターンにおいて有意差が認められた

変数についてはロジスティック回帰分析にて調整を

したが，これらの変数が結果に影響を及ぼした可能

性はある。最後に，本研究は横断調査であり，変数

間の因果関係や将来の要介護化の発生リスクは明ら

かではない。今後は，対象者の虚弱性の縦断的な把

握と，総合事業を含む地域の取り組み等の効果評価

の検討が必要である。

このようにいくつかの限界や課題はあるが，本研

究は要支援者のサービス利用パターンと虚弱性の関

連性を検討した初めての研究であり，効果的かつ効

率的な介護予防を目指した支援提供体制を地域に構

築する上で有意義であったと考える。

以上，本研究では，要支援者のサービス利用パ

ターンと虚弱性には関連性があることが明らかにな

った。よって，要支援者等への地域資源や支援の提

供においては，このような対象者のサービス利用パ

ターンにおける虚弱性の特徴を考慮する必要がある

ことが示唆された。

本研究の実施にあたり，調査に参加してくださった高

齢者の皆様に，心より御礼申し上げます。また，家庭訪

問にご協力くださった保健福祉職の皆様，泉大津市地域

包括支援センタースタッフの皆様に深謝いたします。

本研究は公益財団法人ファイザーヘルスリサーチ振興

財団の助成によって実施された。なお，本研究において

開示すべき COI 状態はない。

(
受付 2015.11.16
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Association between Service Utilization Patterns and Frailty in the Elderly Certiˆed
at the Support Level in the Long-term Care Insurance System

Noriko YOSHIYUKI, Ayumi KONO, Tomoko SOGA2,
Yukiko KANAYAand Kuniko HOTTA3,4

Key wordselderly, frailty, long-term care insurance system, service utilization pattern

Objectives This cross-sectional study clariˆed the association between service utilization patterns and frailty
in the elderly certiˆed at the support level in Japan's long-term care insurance (LTCI) system.

Methods We analyzed 710 subjects who completed in-home assessments and interviews from 1,033 elderly
aged 65 and over living in Izumiotsu who had been certiˆed at the LTCI support level in August
2014. The long-term service utilization data were collected from the local governmental o‹ce. Frail-
ty was examined by the in-home structured assessment conducted by local health and welfare profes-
sionals. As frailty indicators, we measured subjects' frailty using the Kaigo-Yobo-Checklist (CL
frailty), handgrip strength, body mass index, depression, and cognitive function. Long-term service
utilization patterns were classiˆed into ˆve patterns: (1) home helper service only, (2) day care
service only, (3) home helper and day care service, (4) one or more other services (using at least
one other service regardless of home helper or day care), and (5) no service utilization. Odds ratios
(ORs) of each frailty indicator were estimated by service utilization patterns by using logistic
regression analyses adjusted for demographic characteristics, with the other services group as the
reference category.

Results Out of 710 subjects (100), the proportions of the service utilization patterns were as follows:
home helper service only, 17.9; day care service only, 15.6; home helper and day care service,
13.1; one or more other services, 27.0; and no service utilization, 26.3. The logistic regres-
sion analyses showed that compared with the one or more other services group, the day care service
only group had lower odds of CL frailty (OR＝0.57, 95 conˆdence interval (CI)＝0.34 to 0.95)

and lower odds of low handgrip strength (OR＝0.59, 95 CI＝0.35 to 1.00). The no service utili-
zation group had lower odds of CL frailty (OR＝0.50, 95 CI＝0.32 to 0.79) and lower odds of
low handgrip strength (OR＝0.58, 95 CI＝0.37 to 0.91). The home helper service only group
had higher odds of low handgrip strength (OR＝1.91, 95 CI＝1.11 to 3.29).

Conclusion Long-term service utilization patterns of the elderly certiˆed at the support level in the LTCI
system were associated with frailty. Classifying frailty characteristics by long-term service utilization
patterns may be considered as a method to provide community-based resources and support for ol-
der adults in the community.
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